
チャレンジオフィス事業について 
 

 

 

■ 現 状（令和元年 6月 1日現在） 

法定雇用率 2.5％ 

実雇用率 2.71％ 

実雇用数（職員数） 89人 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者就労支援員【3名】

※会計年度任用職員として任用

<障害を有する正規職員>

〔既存職員〕

<会計年度任用職員>

（チャレンジ雇用）

11～13名程度配属

〔能力開発支援、育成〕

<障害を有する正規職員>

1～2名程度配属〔既存職員〕

<会計年度任用職員>

（チャレンジ雇用）

3～5名程度配属

■チャレンジオフィス事業 

■ 背 景 

  平成 25年 6月に障害者の雇用の促進等に関する法律が改正されたこと

により、精神障害者を法定雇用率の算定基礎に加えるとともに段階的に引

き上げられるなど、地方公共団体においては、障害者雇用の促進が求めら

れている。 

  また、昨年度、国や他の地方自治体における、障害者雇用率の不適切な

算入の問題を契機にさらに法改正され、障害者活躍推進計画の策定と公表

を義務づけられるなど、より一層の雇用促進が求められるとともに、障害

者の活躍の場の拡大を図る必要がある。 

■ 目 的 

 ・障害者雇用率の向上 

 ・障害者の就労の場の拡充 

 ・障害者の能力開発支援、雇用定着支援 

 ・各所属の理解促進（合理的配慮） 

●チャレンジオフィス（人事部内） ●各 職 場 

能力開発支援 職場定着支援・相談 

障害者支援専門組織 

助言（委託事業） 
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